
指定居宅介護支援提供同意書 

 

令和  年  月  日 

 

居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して本書面（および付属別紙）に

基づき重要事項の説明を行いました。 

 

塩屋さくら苑 居宅介護支援事業所 

説明者職名           氏名            印 

 

私は、本書面に基づいて事業所から重要事項の説明を受け、居宅介護支援サービ

スの提供開始に同意しました。 

〔契約者兼利用者〕 

 

住所                                 

 

氏名              印 

 

〔身元引受人〕 

 

住所                                 

 

氏名              印（契約者との関係        ） 

 

私は、契約者が事業所から重要事項の説明を受け、指定居宅介護支援サービスの 

提供開始に同意したことを確認しましたので、契約者に代わって署名を代行致しま

す。 

〔署名代行者〕 

 

住所                                 

 

氏名              印（契約者との関係         ） 

 

〔立会人〕 

 

住所                                    

 

氏名              印（契約者との関係         ） 
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居宅介護支援契約重要事項説明書 

社会福祉法人神戸中央福祉会 塩屋さくら苑 

 

当事業者は介護保険の指定を受けています。 

居宅介護支援（兵庫県指定第2870802275号） 

 

 当事業者は利用者に対して居宅介護支援サービスを提供します。事業所の概要や提供す

るサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

１．担当する介護支援専門員 

塩屋さくら苑  担当：              

            

           連絡先 電話番号 ０７８－７５５－５６７２  

（午前９時～午後６時 土・日曜・１２／３１～１／３は休み） 

 

２．事業者経営法人 

（１） 法人名   社会福祉法人 神戸中央福祉会 

（２）  法人所在地 神戸市中央区下山手通７丁目１番１６号 

（３） 電話番号  ０７８－３６７－３７８０ 

（４） 代表者氏名 鄒 美千代 

（５） 設立年月日 平成１３年３月２９日 

 

３．ご利用事業所の説明 

（１） 事業所の種類 

指定居宅介護支援事業所 平成２０年５月１日 指定兵庫県 2870802275 号 

  （２） 併設事業 

事業の種類 兵庫県知事の事業者指定 利用定員 

特別養護老人ホーム 

ショートステイ 

デイサービス 

第2870802077号 

第2870802093号 

第2870802085号 

８０名 

８０名（空床型） 

３０名 

（３） 施設の目的 社会福祉法人神戸中央福祉会（以下、「法人」という）が経営す

る塩屋さくら苑（以下、「事業所」という）は、ご契約者（以下「利

用者」という）が、自らの意思に基づいて質の高い生活をおくって

いただけるお手伝いをさせていただきます。 

（４） 事業所の名称  塩屋さくら苑 

（５） 事業所の所在地 神戸市垂水区塩屋町 4 丁目２５－１１ 

交通機関    ＪＲ・山陽電鉄：塩屋駅８分 
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（６） 電話番号  ０７８－７５５－５６７２ 

ＦＡＸ番号 ０７８－７５５－５６７３ 

（７） 管理者   氏名  芝 玲子 

（８） 当事業所の運営方針 

ノーマライゼーションの考え方をもとに、「生きていく喜び、わかちあう」の

理念のもと、利用者と地域の方々そして職員とが、お互いが認め合い支え合うこ

とのできる関係をつくることを目標とします。 

私たちの誓い 

  私たちの業務は、ケアを通して、利用者やご家族、地域の 

 みなさんと、「生きていく喜びを、わかちあう」ことです。 

  私たちは、次の３つを胸に刻み業務にのぞみます。 

 

  １ いつまでも「老い」を支え続けます 

       私たちは、加齢や障害による心身状態の変化を、 

  「その人となり」としてとらえ、その人らしく生きて 

     いくお手伝いをさせていただきます。 

   ２ ケアの質を専門的に高めます 

       私たちは、医療と福祉のそれぞれの専門性を活かし 

     た質の高いケアをさせていただきます。 

   ３ 接遇を大切にします 

       私たちは、共に生きていく人間同士として優しさと 

    思いやりのある関係を築いていきます。 

 

（９） 開設（サービス開始）年月  平成２０年５月１日 

（10） 通常の事業の実施地域  

垂水区・須磨区 

（11） 営業日および営業時間 

営業日     平日（土・日曜、１２／３１～１／３は休み） 

営業時間   午前９時～午後６時まで 

 

４．当事業所の職員                     

職 種 職務内容 人 員 数 

管理者 管理業務 １人 

介護支援専門員 介護支援業務    １人以上 
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５．提供する居宅介護支援サービスの内容 

契約書本文第４条～第７条に定めるお客様に提供するサービスの内容は次の通りです。 

内 容 提 供 方 法 介護保険適用 

居宅サービス計画

の作成 

(契約書本文第４条） 

１ 利用者のお宅を訪問し、利用者やご家族に

面接して情報を収集し、解決すべき問題を把

握します。 

２ 自宅周辺地域における居宅サービス事業

者が実施しているサ－ビスの内容、利用料等

の情報を適正に利用者もしくはご家族に提

供し、利用者にサービスの選択を求めます。 

※居宅サービス計画に位置付ける居宅サービ

ス事業所について、複数の事業所の紹介を求

めることが可能です。また、当該事業所を居

宅サービス計画に位置付けた理由を求める

ことも可能です。 

３利用者が可能な限り居宅においてその有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるように公正中立な立場で居宅サー

ビス計画書の作成を行ないます。  

４ 居宅サービス計画の原案に位置づけた指

定居宅サービス等について、保険給付の対象

となるサービスと対象にならないサービス

（自己負担）を区分して、それぞれ種類、内

容、利用料等を利用者やその家族に説明し、

その意見を伺います。 

５ 居宅サービス計画の原案は、利用者やその

家族と協議した上で、必要があれば変更を行

い利用者から文書による同意を得ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

居宅サービス事業

者等との連絡調整・ 

便宜の提供 

(契約書本文第４条) 

１ 居宅サービス計画の目標に沿ってサービ

スが提供されるよう居宅サービス事業者等

との連絡調整を行います。 

２ 利用者が介護保険施設への入院または入

所を希望した場合には、利用者に介護保険施

設の紹介その他の支援を行います。 

 

 

○ 

サービス実施状況

の把握・居宅サービ

ス計画等の評価 

(契約書本文第４条) 

１ 利用者およびその家族と毎月連絡をとり、

サービスの実施状況の把握に努めます。 

２ 利用者の状態について定期的に把握し、利

用者の申出によりまたは状態の変化等に応

じて居宅サービス計画の変更等を行います。 

 

 

○ 
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給付管理 

(契約書本文第４条) 

居宅サービス計画の作成後、その内容に基づ

いてサービス利用票・提供票による給付管理を

行うとともに、毎月の給付管理表を作成し、兵

庫県国民健康保険団体連合会に提出します。 

 

 

○ 

相談・説明 

(契約書本文第４条) 

介護保険や介護に関することは、幅広くご相

談に応じます。 
○ 

医療との連携・主治

医への連絡 

(契約書本文第４条) 

居宅サービス計画の作成時（または変更時）

やサービスの利用時に必要な場合は、利用者の

同意を得たうえで、関連する医療機関や利用者

の主治医との連携を図ります。主治の医師等に

意見を求めた場合は、その医師等に対して、居

宅サービス計画を交付します。 

利用者の口腔に関する問題や服薬状況、モニ

タリング等の際に把握した状態等について、主

治の医師や歯科医師、薬剤師に必要な情報伝達

を行います。 

 

 

 

 

○ 

財産管理・権利擁護

等への対応 

(契約書本文第４条) 

利用者がサービスを利用する際に、その所有

する財産の管理や権利擁護について問題が発

生し、第三者の援助が必要な場合には、利用者

の依頼に基づいて関連機関への連絡を行いま

す。 

 

 

－ 

居宅サービス計画

の変更 

(契約書本文第５条) 

利用者が居宅サービス計画の変更を希望し

た場合または事業者が居宅サービスの変更が

必要と判断した場合には、利用者の意見を尊重

して、合意のうえ、居宅サービスの変更を行い

ます。 

 

 

○ 

要介護認定等にか

かる申請の援助 

(契約書本文第６条) 

１ 利用者の意思を踏まえ、要介護認定等の申

請に必要な協力を行います。 

２ 利用者の要介護認定有効期間満了の３０

日前には、要介護認定の更新申請に必要な協

力を行います。 

 

 

○ 

サービス提供記録

の閲覧・交付 

(契約書本文第７条) 

１ 利用者或いは身元引受人は、サービス提供

の実施記録を閲覧し、複写物の交付を受ける

ことができます。（ただし、別紙に記録する

コピー代等の実費を請求します。） 

２ 利用者或いは身元引受人は、契約終了の際

には事業者に請求して直近の居宅サービス

計画およびその実施状況に関する書面の交

付を受けることができます。 

 

 

 

○ 
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介護支援専門員の

変更 

介護支援専門員の変更を希望する場合は、事

業所の相談窓口までご連絡下さい。 
○ 

訪問回数の目安 介護支援専門員が、月一回程度利用者の居宅を

訪問し状況の把握を行います。 
○ 

公正中立な居宅サ

ービス計画の作成 

当事業所の前６月間に作成された居宅サービ

ス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福

祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下「訪

問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた

居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間

に当該指定居宅介護支援事業所において作成

された居宅サービス計画に位置付けられた訪

問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅

サービス事業者又は指定地域密着型サービス

事業者によって提供されたものが占める割合

につき説明を行い、理解を得るよう努めます。 

○ 

 

６．サービスの利用料および利用負担 

（料金） 

 当事業所の居宅介護支援サービス（居宅サービスの作成・変更、事業者との連絡調整、

相談説明等）につきましては、原則として利用者の負担はございません。 

＊介護保険適用の場合でも、利用者に保険料の滞納がある場合には、一旦１ヶ月あた

りについて、下記の料金を頂くことになります。（ただしその場合、当事業所から

サービス提供証明書を発行いたします。サービス提供証明書を当該区役所・支所の

窓口に提出しますと、後日払戻となる場合があります。また、滞納期間によっては

全額が利用者のご負担となる場合もあります。） 

 

《居宅介護支援費Ⅰ》 

料金項目 （Ⅰ）４５件未満 （Ⅱ）４５件以上６０件未満 （Ⅲ）６０件以上 

要介護１・２ １１,７７２円 ５,８９６円 ３,５３３円 

要介護３・４・５ １５,２９５円 ７,６３１円 ４,５７４円 

介護支援専門員１人当たりの標準担当件数が 45 件以上、又は 60 件以上となる場合の 

  超過部分のみ減算の適用となります。                      

 

《居宅介護支援費Ⅱ》 

料金項目 （Ⅰ）５０件未満 （Ⅱ）５０件以上６０件未満 （Ⅲ）６０件以上 

要介護１・２ １１,７７２円 ５,７１２円 ３,４２５円 
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要介護３・４・５ １５,２９５円 ７,４０３円 ４,４４４円 

介護支援専門員１人当たりの標準担当件数が 50 件以上、又は 60 件以上となる場合の 

  超過部分のみ減算の適用となります。                      

 

《介護予防支援費》 

料金項目 サービス利用料 

要支援１・２ ４,７４７円（神戸市の指定を受けた場合は、５,１１６円） 

《加算》 

料金項目 料金    内容 

初回加算 ３,２５２円 

新規に居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を作

成した場合及び要介護状態区分の２段階以上の変更認定

を受けた場合に加算されます。 

入院時情報 

連携加算        

（Ⅰ）２,７１０円  

 

 

（Ⅱ）２，１６８円 

    

病院又は診療所等に対して、入院した日の内に、利用

者に係る情報提供を行なった時に加算されます。入院

日以前に提供した場合も含みますが、営業時間終了後

又は営業日以外に入院した場合は翌日を含みます。                  

病院又は診療所等に対して、入院した翌日又は翌々日

に、利用者に係る情報提供を行なった時に加算されま

す。営業時間終了後に入院し、入院日から３日目が営

業日以外の日の場合はその翌日を含みます。 

退院・退所加算 

（カンファレン

ス参加無） 

連携１回 

４,８７８円 

連携２回 

６,５０４円 

退院又は退所にあたり、病院等の職員と面談をし、利用

者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービ

ス等の利用に関する調整を行った場合に加算されます。 

退院・退所加算 

（カンファレン

ス参加有） 

連携１回： 

６，５０４円 

連携２回： 

８，１３０円 

連携３回： 

９，７５６円 

退院、又は退所にあたり、病院等の職員と面談を行い、 

利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サ

ービス等の利用に関する調整を行った場合に加算されま

す。但し、「連携３回」を算定できるのは、そのうち１

回以上について、入院中の担当医等との会議（カンフ

ァレンス等）に参加して、退院・退所後の在宅での療

養上必要な説明を行った場合のみ。 

 

通院時情報連携

加算 
  ５４２円 

利用者が医師又は歯科医師の診察を受ける際に同席し、

医師又は歯科医師に利用者の心身の状況や生活環境等の

必要な情報提供を行い、医師又は歯科医師から利用者に

関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画

に記録した場合に加算されます。 
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緊急時等居宅カ

ンファレンス加

算 

２，１６８円 

病院又は診療所の求めにより、病院又は診療所の医師又

は看護師等と共に利用者の居宅を訪問し、カンファレン

スを行い、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用

に関する調整を行った場合に加算されます 

ターミナルケア

マネジメント加

算 

４，３３６円 

在宅で死亡した利用者に対し、終末期の医療やケアの

方針に関する当該利用者または家族の意向を把握した

上で死亡日前１４日内に２日以上、利用者または家族

の同意を得て、居宅を訪問し利用者の心身の状況等を

記録し、その記録を主治医およびケアプランに位置付

けた事業所に提供していること。また、ターミナルケ

アマネジメン 

トを受けることに同意した利用者について２４時間連

絡がとれる体制を確保し、かつ必要に応じて居宅介護

支援を行うことができる体制を整備している場合に加

算されます。 

特定事業所加算

（Ⅱ） 
４，５６３円 

①常勤専従の主任介護支援専門員を配置。②常勤専従

の介護支援専門員を３名配置。③利用者情報等の伝達

等のための会議を定期的に開催。④２４時間体制を確

保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対する体

制を確保。⑤事業所の介護支援専門員へ計画的な研修

を実施。⑥地域包括支援センターからの困難事例対応

している。⑦家族に対する介護等を日常的に行ってい

る児童、障がい者、生活困窮者、難病患者などの支援

に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加⑧

特定事業所集中減算を算定していない。⑨利用者数が介

護支援専門員１人当たり４５件未満。⑩介護支援員実務

研修における科目（実習）等に協力又は協力体制を確保

している。⑪他法人が運営する居宅介護支援事業者と

共同の事例検討会・研究会等を実施。⑫必要に応じ

て、多様な主体等が提供する生活支援のサービス

（ｲﾝﾌｫｰﾏﾙｻｰﾋﾞｽを含む）が包括的に提供されるよ

うな居宅サービス計画を作成。 

特定事業所加算

（Ⅲ） 
３，５０１円 

①常勤専従の主任介護支援専門員を配置。②常勤専従

の介護支援専門員を２名配置。③利用者情報等の伝達

等のための会議を定期的に開催。④２４時間体制を確

保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対する体

制を確保。⑤事業所の介護支援専門員へ計画的な研修

を実施。⑥地域包括支援センターからの困難事例対応

している。⑦家族に対する介護等を日常的に行ってい
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る児童、障がい者、生活困窮者、難病患者などの支援

に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加⑧

特定事業所集中減算を算定していない。⑨利用者数が介

護支援専門員１人当たり４５件未満。⑩介護支援員実務

研修における科目（実習）等に協力又は協力体制を確保

している。⑪他法人が運営する居宅介護支援事業者と

共同の事例検討会・研究会等を実施。⑫必要に応じ

て、多様な主体等が提供する生活支援のサービス

（ｲﾝﾌｫｰﾏﾙｻｰﾋﾞｽを含む）が包括的に提供されるよ

うな居宅サービス計画を作成。 

特定事業所加算

（A） 
１，２３５円 

①常勤専従の主任介護支援専門員を配置。②常勤専

従、非常勤専従の介護支援専門員を１名以上配置。③

利用者情報等の伝達等のための会議を定期的に開催。

④２４時間体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者

等の相談に対する体制を確保。⑤事業所の介護支援専

門員へ計画的な研修を実施。⑥地域包括支援センター

からの困難事例対応している。⑦家族に対する介護等

を日常的に行っている児童、障がい者、生活困窮者、

難病患者などの支援に関する知識等に関する事例検討

会、研修等に参加⑧特定事業所集中減算を算定してい

ない。⑨利用者数が介護支援専門員１人当たり４５件未

満。⑩介護支援員実務研修における科目（実習）等に協

力又は協力体制を確保している。⑪他法人が運営する

居宅介護支援事業者と共同の事例検討会・研究会等を

実施。⑫必要に応じて、多様な主体等が提供する生

活支援のサービス（ｲﾝﾌｫｰﾏﾙｻｰﾋﾞｽを含む）が包括

的に提供されるような居宅サービス計画を作成。

但し、④⑤⑩⑪は他事業所との連携でも可。 

特定事業所医療

介護連携加算 
１，３５５円 

①前前年度の３月から前年度の２月までの間において、

退院・退所加算（Ⅰ）イ、（Ⅰ）ロ、（Ⅱ）イ、（Ⅱ）

ロ又は（Ⅲ）の算定に係る病院、診療所、地域密着型介

護老人福祉施設又は介護保険施設との連携の回数の合計

が３５回以上あること。②前前年度の３月から前年度２

月までの間においてターミナルケアマネジメント加算を

５回以上算定していること。③特定事業所加算（Ⅰ）、

（Ⅱ）又は（Ⅲ）を算定していること。以上の基準をす

べて満たした場合に加算されます。 
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《減算》 

料金項目 料金         内容 

特定事業所集中

減算 
  ▲２，１６８円 

正当な理由なく、当該事業所において前６ヶ月間

に作成されたケアプランに位置付けられた居宅サ

ービスのうち、訪問介護サービス等について、特

定の事業所の割合が８０%以上である場合に減算

となります。ただし、当該事業所のケアプラン数

が一定以下である場合等一定の条件を満たす場合

は除きます。 

業務継続計画未策定減算 所定単位数の９９％で算定 

高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の９９％で算定  

事業所と同一建物の利用者、またはこ

れ以外の同一建物の利用者２０人以

上に提供する場合 

所定単位数の９５％で算定 

《運営基準減算》 

ケアマネジメントに係るサービス担当者会議やモニタリングの実施等 

の基本的業務を適切に実施していない場合、また、利用者はケアプラ 

ンに位置付ける居宅サービス事業所について複数の事業所の紹介を求 

めること、および当該事業所をケアプランに位置付けた理由を求める 

ことが可能であることを、利用者や家族に対して説明を行わなかった 

場合 

 

 

 

 

５割減算 

・上記の減算が２ケ月以上継続している場合 算定しない 

 

（その他の費用） 

内  容 金  額 説  明 支払い方法 

交通費 

１ｋｍにつき 

５０円（社用車） 

 

タクシー等の場

合、実費相当分 

サービス提供実施地域以外

の地域に訪問出張する場合

には、１ｋｍにつき５０円

必要となります。また、タク

シー等を利用した場合に

は、実費相当の交通費が必

要となります。 

利用のあった月

毎に集計し翌月

１５日までに請

求させていただ

きます。 

 お支払いにつ

いては、その月の

末日までにお願

いします。 
本契約の解約料 ９，０１０円 

契約書本文第９条第１項但

し書きの解約の申し出によ

り直ちにこの契約を解約す

る場合には、原則として解

約料が必要となります。 
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申請代行料 無料 
認定の申請代行にかかる費

用については無料です。 

サービス提供実施記

録、コピー等代金 

コピー料金 

（１枚あたり） 

  １０円 

サービス提供の実施記録を

利用者に交付する場合にコ

ピー料金等の実費負担が必

要になります。 

 

７．契約の終了と自動更新について 

契約の有効期間については、要介護認定の有効期間の満了日でいったん終了すること

となります。ただし、有効期間の満了７日前までに、利用者から契約を終了する旨の申

し出がない場合は、この契約は次の要介護認定の有効期間まで、自動的に更新されます。 

 

８．契約期間中での解約の場合 

この契約は、契約期間中であっても、利用者の方から解約を希望する７日前までにお

申し出いただければ解約することができます。この場合、解約料のお支払いは必要あり

ません。 

ただし、直ちに解約を希望される場合には、解約料をいただく場合があります。 

（１） 利用者において緊急入院等の正当な理由がある場合には、解約料は必要ありませ

ん。 

（２） 解約の場合は、次の事業所への引継など、利用者が保険やサービスを滞りなく利

用していただくための手続きが必要ですので、月末以外の解約や次の事業者との

契約開始日にはご注意下さい。 

 

９．契約期間中の事業者からの解約の場合 

  以下の事項に該当する場合、事業者は本契約を解約することができます。 

（１） 利用者又はその家族等が、故意または過失により事業所の設備を毀損したり、ま

たは、事業所の職員等の所有物に損害を与えたり、その他著しい不信行為を行う

ことによって、本契約を継続しがたい事情を生じさせた場合 

（２） 利用者又はその家族等が、事業所の職員等に対して、身体的・精神的暴力を加え

たり、セクシャルハラスメント行為を行うことにより、事業所の職員の生命、身

体、健康に重大な影響を及ぼすおそれがある場合など、本契約を継続しがたい事

情が生じた場合 

   事業者は、前項によりこの契約を解約する場合には、担当の地域包括支援センター

及び必要に応じて神戸市に連絡を取り、解約後も利用者の健康や生命に支障のないよ

う、必要な措置を講じます。 

 

１０．プライバシーの保護 

当事業所は、利用者にサービスを提供するうえで知り得た情報は、契約期間中はも
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とより、契約終了後においても、決して第三者に漏らすことはありません。 

また、利用者やそのご家族に関する個人情報が含まれる記録物に関しては、管理者

の注意をもって管理を行い、処分の際にも漏洩の防止に努めます。 

ただし、当事業所がサービスを提供する際に利用者やご家族に関して、知り得た情

報については、サービス担当者会議などでサービスの利用調整を行う際に必要となり

ます。このため、その利用には利用者の同意が必要となりますので、別紙の同意書に

記名、押印していただくことになります。 

 

１１．損害賠償について 

当事業所が利用者に対して賠償すべきことが起こった場合は、契約書本文第１１条

に基づき、当事業所は金銭等により賠償いたします。 

当事業所は以下の内容で損害賠償保険に加入しています。 

○加入保険名 

介護保険・社会福祉事業者総合保険（あいおいニッセイ同和損害保険株式会社） 

○保険の内容 

指定居宅介護支援事業者が行う、介護保険法第７条および第２７条に規定された

居宅介護支援事業に起因する、第三者（利用者を含む）に対する損害賠償責任リ

スクを包括的に保証します。 

○賠償できる事項 

身体障害 財物損壊 経済的損害（業務遂行上の不注意により利用者に与えた財

産的損失） 

   また、利用者の責めに帰すべ事由によって、事業者が損害を被った場合、事業者は

利用者に対し、その損害賠償を請求できるものとします。 

 

１２．サービスの苦情相談窓口 

当事業所は、提供したサービスに苦情がある場合、または作成した居宅サービス計

画に基づいて提供された居宅サービスに関する苦情申し立てや相談があった場合は、

速やかに対応を行います。 

サービスの提供に関して苦情や相談がある場合には、以下までご連絡下さい。苦情

の受付窓口は、受付担当者となっておりますが、第三者委員に直接苦情を申し立てる

こともできます。 

 

○当事業所の苦情相談窓口 

 塩屋さくら苑 

 担当：芝 玲子  

  連絡先 ０７８－７５５－５６７２ 

  ＦＡＸ ０７８－７５５－５６７３ 

   受付時間（平日）午前９時～午後６時 

 

○当事業所の苦情解決責任者  
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 塩屋さくら苑 

 担当：安東 武博 

  連絡先 ０７８－７５５－５６７１ 

ＦＡＸ ０７８－７５５－５６７５ 

受付時間（平日）午前９時～午後６時 

○第三者委員  

 岩下 達美 

 中島 桜子 

  連絡先 ０７８－５８１－７４４７ 

連絡先 ０７９－５６８－１４０７ 

 

○介護保険の苦情や相談に関しては他に、下記の相談窓口があります。 

  （介護保険サービスの苦情について） 

神戸市福祉局 監査指導部    連絡先 ０７８－３２２－６３２６ 

                受付時間（平日）午前８時４５分～午後１２時 

                        午後１時～午後５時３０分 

（養介護施設従事者等による高齢者虐待通報専用電話（監査指導部内） 

神戸市福祉局 監査指導部    連絡先 ０７８－３２２－６７７４ 

                受付時間（平日）午前８時４５分～午後１２時 

                        午後１時～午後５時３０分 

   兵庫県国民健康保険団体連合会  

   介護サービス苦情相談窓口     連絡先 ０７８－３３２－５６１７ 

                 受付時間（平日）午前８時４５分～午後５時１５分 

  （契約についてのご相談） 

      神戸市消費生活センター    連絡先 ０７８－３７１－１２２１ 

                受付時間（平日）午前９時００分～午後５時００分 

 

 

 

平成 2１年 ４月 １日  一部改正 

平成 2４年 ４月 １日  一部改正 

平成２５年 ６月 １日  一部改正 

平成２５年１０月 １日  一部改正 

平成２６年 ８月 ４日  一部改正 

平成２６年１０月２０日  一部改正 

平成２７年 ４月 １日  一部改正 

平成２８年 １月 １日  一部改正 

平成２９年 ４月 １日  一部改正 

平成３０年 ４月 １日  一部改正 

平成３１年 １月 １日  一部改正 

平成３１年 ４月 １日  一部改正 
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令和 １年 10 月 1 日  一部改正 

令和 ２年 ４月 1 日  一部改正 

令和 ２年 ７月 1 日  一部改正 

令和 ２年 ９月２０日  一部改正 

令和 3 年 4 月 1 日  一部改正 

令和 5 年 6 月 1 日  一部改正 

令和 ５年 ８月２８日  一部改正 

令和 ６年 ４月 １日  一部改正 

令和  7 年 ４月 １日  一部改正 

令和 7 年 ６月２１日  一部改正 
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 (付属別紙) 

   

  要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特記事項に関する重要事項説明書 

 

利用者が要介護認定申請後、認定結果がでるまでの間、利用者自身の依頼に基づいて、介護

保険による適切な介護サービスの提供を受けるために、暫定的な居宅サービス計画の作成によ

るサービス提供を行う際の説明を行います。 

 

１ 提供する居宅介護支援サービスについて 

・利用者が要介護認定までに、居宅サービスの提供を希望される場合には、この契約の締結の

日から７日以内に居宅サービス計画を作成し、利用者にとって必要な居宅サービス提供のため

の支援を行います。 

・居宅サービス計画の作成にあたっては、計画の内容が利用者の認定申請の結果を上回る過剰

な居宅サービスを位置づけることのないよう配慮しながら計画の作成に努めます。 

・作成した居宅サービス計画については、要介護認定後に利用者等の意向を踏まえ、適切な見

直しを行います。 

 

２ 要介護認定後の契約の継続について 

・要介護認定後、利用者に対してこの契約の継続について意思確認を行います。 

このとき、利用者から当事業所に対してこの契約を解約する旨の申し入れがあった場合

には、契約は終了し、解約料はいただきません。 

・また、利用者から解約の申し入れがない場合には、契約は継続しますが、契約書別紙１に定

める内容については終了することとなります。 

 

３ 要介護認定の結果、自立（非該当）となった場合の利用料について 

要介護認定の結果、自立（非該当）となった場合には、９，０１０円の利用料をいただくこ

とがあります。  

 

４ 注意事項 

要介護認定の結果が不明な場合、利用者は以下の点にご注意いただく必要があります。 

（１）要介護認定の結果、自立（非該当）となった場合には、要介護認定前に提供された居宅

サービスに関する利用料は、原則的に利用者にご負担いただくこととなります。 

（２）要介護認定の結果、認定前に提供されたサービスの内容が、認定後の区分支給限度額を

上回った場合には、保険給付とならないサービスが生じる可能性があります。 

この場合、保険給付されないサービスにかかる費用の全額を利用者においてご負担い

ただくこととなります。 

 


